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企業スローガン
すごいをさりげなく

行動指針
自らを鍛え、自己ベストに挑戦する
たがいに信頼し合い、ぶつかり合い、高め合う
外に向けて開かれた心を育てる

経営方針
技術の先端に挑戦し、新しい価値を創り出す
独自の領域を切り拓き、事業の広がりを追求する
人を大切にし、人を磨き、人が活躍する場をつくる
社会に対する公正さと、環境との調和を大切にする

基本理念
心と技術をこめたモノづくりにより、幸せと豊かさに貢献
します

プロフィール
 横 浜ゴムは1917年に設立された世界有数のタイヤ
メーカーです。また、得意のゴム高分子技術をベースにホース、
シーリング材・接着剤、工業資材、航空部品、ゴルフ用品など
多彩なビジネスを展開しています。継続的な成長を目指し、
タイヤ、その他の 事 業ともに国 内および 海 外において
確固たる地位を築くため、高機能商品の開発と生産・販売力
の増強を積極的に進めています。

見通しに関する注意事項
このアニュアルレポートに含まれている将来に関する見通しや予測は、現在入手可能な情報を基に当社の経営者が判断したものです。実際の成果や業績は様々なリスクや
不確定な要素により、記載されている内容と異なる可能性があります。
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横浜ゴムは2017年度期末決算より従来の日本基準に替えてIFRS（国際財務報告基準）を適用しています
決算ハイライト   

売上収益

（億円） （億円）

事業利益※と事業利益率

 (%)

事業利益 事業利益率

※（売上収益）－（売上原価＋販売費及び一般管理費）

（億円）

営業利益と営業利益率

 (%)

営業利益 営業利益率

（億円） （円）

親会社の所有者に帰属する当期利益と
基本的１株当たり当期利益

親会社の所有者に帰属する当期利益 基本的１株当たり当期利益

親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）と
総資産利益率（ROA）
(%) （億円）

資産合計と親会社所有者帰属持分比率

 (%)

資産合計 親会社所有者帰属持分比率

（億円）

有利子負債とD/Eレシオ※

（倍）

有利子負債 D/E レシオ

※有利子負債 ÷ 親会社の所有者に帰属する持分

（億円）

設備投資額と減価償却費及び償却費※

設備投資額 減価償却費及び償却費

（億円）

研究開発費

（億円）

営業活動によるキャッシュ・フローと
フリーキャッシュ・フロー※

営業活動によるキャッシュ・フロー フリーキャッシュ・フロー

※（営業活動によるキャッシュ・フロー）－（投資活動によるキャッシュ・フロー）

（円）

1株当たり配当金

中間配当 期末配当

従業員数

※2019年度はIFRS16号「リース」適用による使用権資産に関する減価償却費を除いています
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技術戦略

経営基盤の強化MB戦略

ブランド戦略

タイヤ消費財戦略

「GD2020」の位置づけ

タイヤ生産財戦略

CSR　
取り組む課題を「地球環境」「地域社会」「お客様」「株主・
投資家様」「お取引先様」「従業員」の6つのステークホ
ルダーごとに整理・分類し「未来への思いやり」をコンセ
プトに事業活動を通じた価値を創造します。

人事施策　
人的資源の活用と育成による組織の活性化を目指し、
在宅勤務制度の導入や育児／介護支援施策の検討、
チャレンジドと呼ばれる障がいを持つ方々の自立と社会
参画に貢献します。

コーポレートガバナンス　
グローバルでガバナンスを強化するため、海外の地域統括
会社の持株会社化の推進、地域統括会社への内部監査
人の配置、グローバル内部通報制度の導入などを進め
ます。また、役員制度改革によりガバナンス強化を図り
ます。

リスクマネジメント　
企業が直面する様々なリスクを組織的に管理し最小化
するため、CSR会議ほか、委員会や会議体を設置し、運営
していきます。

財務戦略　
3年間累計で2,000億円の営業キャッシュ・フローの
創出を目指します。また、資金調達ではグループ資金の
有効活用を図ります。これらにより、有利子負債削減など
の財務基盤の強化と適正な株主還元の両立を目指しま
す。配当性向は30％を目標とし、設備投資は減価償却費
の範囲内を計画しています。

＜財務目標（2020年度）＞

売上収益 7,000億円

営業利益（率） 700億円（10%）

D/Eレシオ 0.6倍

ROE 10%　

営業キャッシュ・フロー 2,000億円（3年間累計）

設備投資 減価償却費範囲内（除く戦略投資）

得意分野への資源集中　
持続的な成長が期待できる自動車部品ビジネスの拡大
と海洋事業での確固たる世界No.1を目指します。

＜自動車部品ビジネス＞
▶ 世界各国に設置した拠点から自動車用ホース配管や接着剤

などのグローバル展開を更に加速する。
▶ 大変革期を迎えた自動車業界の中で確実に成長していくた

めに次世代技術・商品の開発を推進する。

＜海洋事業＞
▶ 日本、インドネシア、イタリアの

3拠点生産体制を最大限に活用
し、世界的に高評価を得ている
マリンホースや空気式防舷材な
どを拡販する。

▶ 独自技術による商品開発を推進
し、更に安全なエネルギー輸送
に貢献する。

強みである独自の特性コントロール技術とグローバル
な開発体制の拡充により、卓越した性能と品質の商品を
作り出し「GD2020」の事業戦略を支えていきます。また、
先行技術開発として重要なモータースポーツ活動を
今後も積極的に進め、最高レベルの技術を追求します。

世界の自動車生産は堅調な成長が見込まれていますが、タイヤの
需要はそれ以上の成長が見込まれると見ており、「GD2020」で
は自動車生産台数の年率1.9％を上回る3.2％の伸長を前提とし
ています。しかし、タイヤ業界における競争は中国を始めとした
新興国メーカーの増産で激しさを増しており、タイヤメーカーの
金額シェア推移では上位メーカーのシェアが下落傾向にあります。
こうした事業環境の中、「横浜ゴムの強みを再定義し、独自路線を
強めた成長戦略を通じて経営基盤を強化し、2020年代における
更なる飛躍に備える」を「GD2020」の位置づけとしています。

オフハイウェイタイヤを成長ドライバーとして次の100年の収益の柱へ
オフハイウェイタイヤを成長ドライバーとした事業拡大と
北米事業基盤を活かしたトラック・バス用タイヤの拡販に取り
組みます。これにより、横浜ゴムグループにおけるタイヤ生産
財事業の構成比率を更に高め、次の100年の収益の柱に育て
ます。
＜オフハイウェイタイヤ＞
▶ ATGの農業機械用、林業機械用タイヤ、愛知タイヤ工業の産業車両

用タイヤ、横浜ゴムの建設車両用タイヤを最大限に活用し、事業
ポートフォリオの更なる拡充を図る。

▶ インドを拠点としたATGの持つ圧倒的なコスト競争力を強みに
拡販する。

▶競争優位な特殊用途タイヤを更に強化する。

＜トラック・バス用タイヤ＞
▶ 米国ミシシッピ州に建設した最新鋭の設備を持つトラック・バス用

タイヤ工場の高い品質と柔軟な供給体制を強みに世界最大級の
北米市場での拡販を図る。

▶ 独自技術SpiraLoop®（スパイラループ）を採用した超偏平シングル
タイヤを積極的に展開する。

プレミアムタイヤ市場における存在感の更なる向上
拡大の見込まれるプレミアムタイヤ市場における存在感の更なる向上を目指し、４つの戦略を推進します。

中期経営計画「GD2020」
横浜ゴムは2018年に３ヶ年の中期経営計画「GD2020（グランドデザイン2020）」をスタートし、
2020年代における更なる飛躍に向けて各事業の成長戦略と経営基盤の強化に取り組んでいます。

▶ プレミアムカー戦略
 技術と品質でプレミアム

カーから指定されるタイ
ヤメーカーを目指す。

▶ お客様との
 コミュニケーション活性化
 「クルマのある生活をもっと

楽しく！」を体現するタイ
ヤメーカーを目指す。

▶ ウィンタータイヤ戦略
 国内、欧州、ロシア・北欧向

けウィンタータイヤで性
能No.1を目指す。

▶ ホビータイヤ戦略
 レースやクラシックカーな

どあらゆる自動車ユーザー
の趣味に対応する商品ライ
ンナップの拡充。

コーポレートサイト
「株主・投資家の皆様へ」

中期経営計画「GD2020」
についての詳細は当社
コーポレートサイトの

「株主・投資家の皆様へ」
をご覧ください。

R&D拠点　評価拠点

スウェーデン

スペイン
ドイツ

日本
中国

タイ

米国

SUPER FORMULAへ
のワンメイク供給

グローバル開発体制

2006～
2017年 2021年～

成長戦略
タイヤ消費財事業
タイヤ生産財事業
MB事業

経営基盤強化
●財務体質の改善
●企業風土の変革
●リスクマネジメント強化

タイヤ消費財

2015年 2020年

タイヤ消費財

タイヤ生産財 タイヤ生産財

MB MB

事業別構成比

米国ミシシッピ州に新設したトラック・バス用タイヤ工場
超偏平シングルタイヤ

英国プレミアリーグ「チェルシーFC」と2015年7月から
5年間のオフィシャルシャツパートナー契約を締結し、
グローバルでのブランド強化に取り組んできました。
2020年7月からはオフィシャル グローバ ル タイヤ
パートナー契約を締結し、引き続きブランド強化を
図ります。更にFacebookなどSNSを駆使し、アクティブ
な企業イメージを訴求していきます。
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技術戦略

経営基盤の強化MB戦略

ブランド戦略

タイヤ消費財戦略

「GD2020」の位置づけ

タイヤ生産財戦略

CSR　
取り組む課題を「地球環境」「地域社会」「お客様」「株主・
投資家様」「お取引先様」「従業員」の6つのステークホ
ルダーごとに整理・分類し「未来への思いやり」をコンセ
プトに事業活動を通じた価値を創造します。

人事施策　
人的資源の活用と育成による組織の活性化を目指し、
在宅勤務制度の導入や育児／介護支援施策の検討、
チャレンジドと呼ばれる障がいを持つ方々の自立と社会
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コーポレートガバナンス　
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会社の持株会社化の推進、地域統括会社への内部監査
人の配置、グローバル内部通報制度の導入などを進め
ます。また、役員制度改革によりガバナンス強化を図り
ます。
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財務戦略　
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強めた成長戦略を通じて経営基盤を強化し、2020年代における
更なる飛躍に備える」を「GD2020」の位置づけとしています。
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拡大の見込まれるプレミアムタイヤ市場における存在感の更なる向上を目指し、４つの戦略を推進します。

中期経営計画「GD2020」
横浜ゴムは2018年に３ヶ年の中期経営計画「GD2020（グランドデザイン2020）」をスタートし、
2020年代における更なる飛躍に向けて各事業の成長戦略と経営基盤の強化に取り組んでいます。

▶ プレミアムカー戦略
 技術と品質でプレミアム

カーから指定されるタイ
ヤメーカーを目指す。

▶ お客様との
 コミュニケーション活性化
 「クルマのある生活をもっと

楽しく！」を体現するタイ
ヤメーカーを目指す。
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 国内、欧州、ロシア・北欧向

けウィンタータイヤで性
能No.1を目指す。

▶ ホビータイヤ戦略
 レースやクラシックカーな

どあらゆる自動車ユーザー
の趣味に対応する商品ライ
ンナップの拡充。

コーポレートサイト
「株主・投資家の皆様へ」

中期経営計画「GD2020」
についての詳細は当社
コーポレートサイトの

「株主・投資家の皆様へ」
をご覧ください。

R&D拠点　評価拠点

スウェーデン

スペイン
ドイツ

日本
中国

タイ

米国

SUPER FORMULAへ
のワンメイク供給

グローバル開発体制

2006～
2017年 2021年～

成長戦略
タイヤ消費財事業
タイヤ生産財事業
MB事業

経営基盤強化
●財務体質の改善
●企業風土の変革
●リスクマネジメント強化

タイヤ消費財

2015年 2020年

タイヤ消費財

タイヤ生産財 タイヤ生産財

MB MB

事業別構成比

米国ミシシッピ州に新設したトラック・バス用タイヤ工場
超偏平シングルタイヤ

英国プレミアリーグ「チェルシーFC」と2015年7月から
5年間のオフィシャルシャツパートナー契約を締結し、
グローバルでのブランド強化に取り組んできました。
2020年7月からはオフィシャル グローバ ル タイヤ
パートナー契約を締結し、引き続きブランド強化を
図ります。更にFacebookなどSNSを駆使し、アクティブ
な企業イメージを訴求していきます。
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 横浜ゴムは2018年より3ヶ年の中期経営計画「グランドデザイン2020（GD2020）」をスタート

しました。横浜ゴムの強みを再定義し、独自路線を強めた各事業の成長戦略を通じて経営基盤を強化、

これによりきたるべき2020年代における更なる飛躍に備えることが「GD2020」の位置づけです。

各戦略に基づいた2019年の主な活動と今後の取り組みについてご紹介します。

 2019年度の日本経済は生産活動が引き続き低調な中、消費
増税に伴う駆け込み需要の反動や台風の影響などで消費活動が
鈍化し、景気は足踏み状態となりました。世界経済は米国では
景気が回復基調となりましたが、欧州や中国では景気低迷が
続きました。こうした状況の中、当期の売上収益は前期比微増の
6,505億円、事業利益は同15.4％減の501億円となりました。

また、第1四半期の固定資産の売却、第3四半期のインドの法人
税率引き下げに伴うATG組織再編時に計上した税金負債の
取り崩しなどにより営業利益は同9.5％増の586億円、親会社
の所有者に帰属する当期利益は同17.8％増の420億円となり
ました。この結果、売上収益、当期利益は過去最高となりました。

売上収益、当期利益は過去最高に

 タイヤ消費財事業は4つの切り口で戦略を推進しています。
1つめの「プレミアムカー戦略」では2019年もポルシェ「カイエン」
に「ADVAN Sport V105」、トヨタ「C-HR “GR SPORT”」に

「ADVAN FLEVA V701」が納入されるなどハイインチ高性能
タイヤを中心にプレミアムカーへの新車装着を拡大しました。
 2つめの「ウィンタータイヤ戦略」では国内スタッドレス
タイヤ、欧州ウィンタータイヤ、ロシア／北欧向けのスタッド
タイヤにおいてナンバーワンの性能を目指し、商品開発に
取り組んでいます。2019年は乗用車用スタッドレスタイヤ

「iceGUARD iG53」、SUV向けスタッドレスタイヤ「iceGUARD 
G075」を北米市場に投入し、いずれも市場で好評を得ています。
 3つめの「ホビータイヤ戦略」ではモータースポーツ、
クラシック、オフロード、ドレスアップなどあらゆる自動車
ユーザーの趣味に対応すべく「ADVAN」や「GEOLANDAR」

シリーズをはじめとした「ホビータイヤ」の新商品投入および
サイズラインアップの拡充に意欲的に取り組んでいます。2019年
は、北米の世界最大規模の自動車用品ショー「SEMA Show」に
11年ぶりに出展したほか、日本でも2020年1月に開催された

「東京オートサロン」において、「ホビータイヤ」を全面的に訴求
しました。そして、製品アワードも多数受賞することができました。

「SEMA Show」の「New Products Award」では、SUV・ピック
アップトラック向けタイヤ「GEOLANDAR X-AT」が「Best 
New Tire Winner」を受賞したほか、「GEOLANDAR X-CV」
および「ADVAN APEX V601」も表彰され、3つの賞を独占受賞
しました。そのほかにもSUV・ピックアップトラック向けマッド
テレーンタイヤ「GEOLANDAR X-MT」が「Red dot Design 
Award」を、「GEOLANDAR X-AT」と「GEOLANDAR X-CV」が

「シカゴ・アテネウム グッドデザイン賞 2019」を受賞しました。

タイヤ消費財事業：高い製品性能を武器にプレミアムタイヤ市場を狙う

横浜ゴムの強みを再定義し、独自路線を強めた
各事業の成長戦略を通じて経営基盤を強化

社長メッセージ

山石　昌孝
代表取締役社長

ポルシェ「カイエン」に装着された
「ADVAN Sport V105」

北米市場向けに投入した乗用車用
スタッドレスタイヤ「iceGUARD iG53」

「東京オートサロン」の
YOKOHAMAブース

「SEMA Show」で展示した
「ADVAN APEX V601」装着車両
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 タイヤ生産財事業ではオフハイウェイタイヤ（OHT）を
成長ドライバーとして、事業拡大を図っています。2016年に
買収したATGの農業機械用タイヤ、林業機械用タイヤ、2017年
に買収した愛知タイヤ工業の産業車両用タイヤ、そして横浜ゴム
の建設車両用タイヤを最大限活用し、事業ポートフォリオ
拡充を進めています。特にインドを拠点としたATGは、圧倒的
なコスト競争力と多様な商品ラインアップを武器に力強い成長
を実現しています。インド・ダヘジ工場の拡張工事は当初計画
通り、2019年末に1.6倍の能力増強が完了しました。
 また、トラック・バス用タイヤでは北米の事業基盤を活用し

拡大を進めています。米国のトラック・バス用タイヤ生産拠点で
あるYokohama Tire Manufacturing Mississippi, LLC.は、
2019年にIATF16949認証を取得し、継続的なOE納入を実現して
います。また、商品面においては横浜ゴムの独自技術である
SpiraLoop®と呼ばれるベルト構造を採用した超偏平シングル
タイヤを主軸に商品開発の強化にも取り組んでいます。2019年
はトレーラー向けの超偏平シングルタイヤ「114R」を北米市場
で発売するなど商品ラインアップを拡充しています。超偏平
シングルタイヤは堅調な需要増を見込んでおり、さらなる拡販
のために三重工場の設備能力を2020年上期に倍増させました。

タイヤ生産財事業：オフハイウェイタイヤが力強く成長

 モータースポーツ活動は先行技術開発の場として当社に
とって重要な位置づけです。2019年も全日本スーパー
フォーミュラ選手権のワンメイク供給やSUPER GTへの参戦
など国内外のトップレースをサポートしました。ニュルブル
クリンク24時間耐久レースではKondo Racingをサポートし、
初出場で日本車最高位の総合9位を獲得しました。また、米国
ではPorscheが開催するレース「GT3 Cup Challenge」に長年
ワンメイク供給を行っていますが、2020年よりもうひとつのカ
テゴリである「Porsche Sprint Trophy」にもワンメイク供給
を行うことが決定しています。今後も国内外のモータース
ポーツ活動を通じて最高レベルの技術を追求していきます。

モータースポーツ活動を通じて最高レベルの技術を追求

 MB事業は持続的な成長が期待できる自動車部品ビジネス
と技術優位性の高い海洋事業を戦略の柱として事業を推進

しています。2019年は世界最大の超大型空気式防舷材の
納入を開始し、市場での存在感を発揮しています。

MB事業：得意分野への資源集中

 当社では2015年からイングランド・プレミアリーグ
「チェルシーFC」とのオフィシャルシャツパートナー契約を
締結し、全世界での「ヨコハマタイヤ」の認知度向上と販売伸長
によるマーケットシェア拡大に取り組んでまいりました。2019
年のヨコハマタイヤの認知度は2015年に比べ、欧州で９％、
東南アジアで13％向上し、グローバルでは7%向上しました。
オフィシャルシャツパートナー契約は初期の目標を達成した
ため、当初の契約通り2020年6月で終了し、2020年7月からは
新たにオフィシャルグローバルタイヤパートナー契約を締結
しました。スタジアムLED、インタビューのバックボードへの
ロゴ表記などは継続して実施します。海外販路においては引き
続きチェルシーFCを販促に活用し、販売拡大を図ります。

ブランド戦略：グローバルでのブランド認知度を向上

 ４つめは「お客様とのコミュニケーション活性化」です。
当社ではあらゆるジャンルのカーコミュニティに積極的に参加
し、イベント、SNS、Webを通じてカーライフを楽しむお客様と
の日常的なコミュニケーションの向上に努めています。2020年
もプレミアムタイヤ市場において、付加価値の高い商品のさら
なる拡販に努めてまいります。
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 当社では「多様な人材活用」「仕事と生活の両立支援」を軸に
これまで取り組みを行ってきました。まず「多様な人材活用」
です。現在、当社では総合職で2割の女性が活躍し、過去3年の
総合職採用は平均して約3割が女性となっています。また、
スタッフ部門と製造現場において65歳以上の社員146名、
障がい者の方175名が活躍しています。2019年発足のダイバー
シティ推進タスクでは主にマネジメント層を対象とした「イク
ボス」や「LGBT」などのセミナーを開催し、多様な人材への理解
を深めるための活動を行っています。加えて、社員育成の強化も

実施しており、次世代経営者の育成のため国内ビジネス
スクールのエグゼクティブMBAコースへ社員の派遣を行って
います。
 「仕事と生活の両立支援」では育児関連制度の拡充の結果、
2019年の「育児休業取得率」は女性で100％、男性で62％を
達成しています。当社はこれまでに時間単位有給制度、在宅
勤務制度、フレックスタイム制度などを導入し、柔軟な働き方
を実現するための制度を整えてきました。今後も労使間の最優先
事項として働き方改革を加速していきます。

 近年、世界の社会情勢の変化により私たちを取り巻く環境
は大きく変化しており、持続可能な社会実現のための行動が
一層求められています。当社は2020年1月に持続可能な経済の
実現を目指す国際的な環境非営利団体「CDP」から「気候変動 
A リスト 2019」に選定されました。例えば、タイヤの主力生産
工場であるYokohama Tire Philippines, Inc.に太陽光発電
システムを設置し、再生可能エネルギーの使用率を高める活動
を行うなど日頃のESG活動に高い評価をいただけた結果で
あると考えています。また「低燃費タイヤ」に代表される「環境
貢献商品」の性能向上とラインアップの拡充を通じて、次世代に

つながる環境づくりに貢献しています。天然ゴム調達において
は2018年に策定した「持続可能な天然ゴムの調達方針」に基づき、
天然ゴム農園での労働状況調査や商流調査を開始しました。
 コーポレートガバナンス体制においては、公認会計士、
M&A有識者といった専門性の高い方々を独立社外取締役に
迎えたほか、海外グループ会社の経営者を取締役として加える
など機能強化ならびに人材の多様化を図りました。当社のESG
活動は世界的にも高く評価され、ESG投資の世界的指数

「FTSE4Good Index Series」に15年連続で選定されており、
今後も取り組みを一層強化してまいります。

■ 健全な財務体質の確保が使命
 CFOに求められる役割は会社の状況に応じて多岐に渡り
ますが、私が一貫して重視しているのが財務の健全性の確保です。
成長投資に向けた資金を安定的に調達しつつ、その負担を吸収し、
将来的な様々なリスクを最小化していける強固な財務基盤を
構築・維持することが重要だと考えています。そのため、バランス
シートの健全性の確保、各事業単位でのキャッシュ・フロー
創出の最大化に取り組んでいます。また、当社は世界120カ国
以上で事業を展開していますので、グローバルでのキャッシュ
マネジメント体制の確立を進め、横浜ゴムグループ全体での
資金の効率化を推進しています。

■ ATG買収前のD/Eレシオ0.6倍を達成
 2019年度は財務面では有利子負債の圧縮を強化し

「GD2020」の目標に掲げたD/Eレシオ0.6倍を1年前倒しで達成
することができました。この数字は当社最大規模の買収案件で
あった2016年のATG買収前と同水準です。2016年は私が
経理部長に就任した年で、買収により悪化した財務バランスを
短期間で買収前のレベルまで戻すことが私自身に課したミッ
ションでした。想定よりも早く財務体質を改善できたことは
大きな手応えを感じています。

■ 次の打ち手への基盤が整う
 2019年までに「GD2020」の位置づけである「2020年代に
おける更なる飛躍に備える」に向け、新たな成長の打ち手を実施
するための財務基盤は整ってきたと実感しています。2020年
は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で厳しい事業環境と
なりますが、当社の健全な財務体質をもってすれば決して乗り
越えられない危機ではありません。手元流動性の確保とキャッシュ
アウトの削減を徹底するとともに、2019年までに確立した
グローバル・キャッシュマネジメント体制を進化させ、各地域
の状況に応じて最適かつタイムリーな資金分配を行うことで、
当社グループの持続的成長を支えてまいります。

経営基盤の強化：ESG 活動のさらなる強化

経営基盤の強化：人的資源の最大活用と育成による組織活性化

 財務戦略では各事業の収益力向上によるキャッシュ・
フローの創出とグループ資金を有効活用した効率的な資金管理
により、財務基盤の強化を図っています。2019年度の有利子負債

は前期比で205億円と大幅に削減し、D/Eレシオは同マイナス
0.12倍の0.57倍となり、財務目標の0.6倍を1年前倒しで達成
しており、財務体質の改善が着実に進んでいます。

経営基盤の強化：財務体質の改善

 自動車業界は今、電動化、自動運転、シェアリングエコノミー
の拡大など大きな転換期を迎えており、経営環境は急速に変化
しています。加えて、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に

より、世界経済の大幅な落ち込みは必至です。私が社長として
先陣に立ち、グループの総力を結集してこの難局を乗り越えて
まいります。

きたるべき 2020 年代における更なる飛躍に備える

CFOメッセージ

財務の健全性と成長投資の調和を図り、
横浜ゴムグループの持続的成長を
支えていきます

松尾　剛太
取締役常務執行役員
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タイヤ
¥308

MB
¥83

ATG
¥104

その他
¥5

タイヤ
¥4,517

ATG
¥708

その他
¥86

¥6,505 ¥501

MB
¥1,193

主な事業内容
乗用車用タイヤ、トラック・バス用タイヤ、建設車両用タイヤ、モーター
スポーツ用タイヤのほか、タイヤチューブ、アルミホイール、その他
自動車関連部品を生産販売。
主な生産販売会社
国内
横浜ゴム（株）／ヨコハマタイヤリトレッド（株）／亀山ビード（株）
海外
Yokohama Tire Manufacturing Virginia LLC. （米国）; LLC Yokohama R.P.Z. 

（ロシア）; Hangzhou Yokohama Tire Co., Ltd. （中国）;Yokohama Tire Philippines, 
Inc.（フィリピン）; Yokohama Tire Manufacturing (Thailand) Co., Ltd. （タイ）; 
Yokohama Tyre Vietnam Inc. （ベトナム）; Yokohama India Pvt. Ltd. （インド）

主な販売会社
国内

（株）ヨコハマタイヤジャパン
海外
Yokohama Tire Corporation（米国）; Yokohama Tire (Canada) Inc. （カナダ）; 
Yokohama Tire Mexico S. de R.L. de C.V.（メキシコ）; Yokohama H.P.T. Ltd. 

（イギリス）; Yokohama Europe GmbH（ドイツ）; Yokohama Russia L.L.C. 
（ロシア）; Yokohama Tire Sales (Shanghai) Co., Ltd. （中国）; Yokohama Tire 
Sales Philippines, Inc. （フィリピン）; Yokohama Tire Sales (Thailand) Co., 
Ltd. （タイ）
従業員数： 18,889

MB（マルチプル・ビジネス）

主な事業内容
ホース配管、工業資材、ハマタイト、航空部品の4事業から構成されて
おり、各種高圧ホース、コンベヤベルト・防舷材・マリンホース、接着剤・
シーリング材、航空機用ラバトリーモジュール・ウォータータンクなど
を生産販売。
主な生産販売会社
国内
横浜ゴム（株）
海外
Yokohama Industries Americas Inc.（米国）; Yokohama Industries Americas 
de Mexico, S. de R.L. de C.V.（メキシコ）; Yokohama Industrial Products Italy 
S.r.l. （イタリア）; Yokohama Industrial Products-Hangzhou Co., Ltd. （中国）; 

SC Kingflex Corporation （台湾）; PT. Yokohama Industrial Products 
Manufacturing Indonesia（インドネシア）; Yokohama Rubber (Thailand) Co., 
Ltd. （タイ）
主な販売会社
国内
横浜ゴムMBジャパン（株）
海外
Yokohama Aerospace America, Inc. （米国）; Yokohama Industries Americas 
Ohio Inc.（米国）; Yokohama Industrial Products Sales-Shanghai Co., Ltd. 

（中国）; Yokohama Industrial Products Asia-Pacific Pte. Ltd. （シンガポール）
従業員数： 4,021

ATG（アライアンスタイヤグループ） その他
主な事業内容
PRGRブランドのゴルフ用品の生産販売、横浜ゴムグループ内での
サービスの提供。
主な関連会社
国内

（株）PRGR／浜ゴム不動産（株）／（株）アクティ／ヨコハマゴム・ファイナンス（株）
／ヨコハマモールド（株）

海外
Y.T. Rubber Co., Ltd.  （タイ）; Yokohama Rubber Singapore Pte. Ltd. 

（シンガポール）
従業員数： 1,234

主な事業内容
農業機械用タイヤ、産業車両用タイヤ、建設車両用タイヤ、林業機械用
タイヤなどを生産販売。
主な生産販売会社
ATC Tires Private Ltd. （インド）; Alliance Tire Company Ltd. （イスラエル）

主な販売会社
Alliance Tire Europe B.V. （オランダ）; Alliance Tire Americas Inc. （米国）; 
Alliance Tire Group K.K. （日本）
従業員数： 3,284

YOKOHAMA AT A GLANCE

売上収益
（億円）

事業利益※

（億円）

※売上収益－（売上原価＋販売費及び一般管理費）

事業内容とグループ会社
2019年12月31日時点

タイヤ
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2018
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2017

1,193

2019

74

2018

78

2017

83

2019

トータルパフォーマンスに優れた
グランドツーリングタイヤ

「BluEarth-GT AE51」

ハイパフォーマンス・クロスオーバー
SUV向けハイウェイテレーンタイヤ

「GEOLANDAR X-CV」 
民間航空機向けラバトリーモジュール コンベヤベルトの主力商品「Duotex」

タイヤ
事業の概況

MB（マルチプル・ビジネス）

売上収益： 売上収益：事業利益： 事業利益：

4,517 308 1,193 83億円 億円 億円 億円
（億円） （億円） （億円） （億円）

■ 2019年12月期の概況
 売上収益は前期比0.7％減の4,517億円で、事業利益は同
27.3％減の308億円となりました。売上収益に占める割合は
69.4％、事業利益に占める割合は61.4%です。

■ 新車用
 北米では好調だったものの、国内では納入車種の切り替えなど
により販売が低調だったことに加え、北米以外の海外も販売が
振るわず、新車用タイヤ全体で売上収益は前期を下回りました。

■ 市販用
　積極的にグローバル・フラッグシップブランド「ADVAN」
シリーズや、低燃費タイヤブランド「BluEarth」シリーズ、
S U V・ピ ッ ク ア ッ プ ト ラ ッ ク 用 タ イ ヤ ブ ラ ン ド

「GEOLANDAR」シリーズなどの高付加価値商品の拡販に
努 め た ほ か 、中 期 経 営 計 画「 グ ラ ン ド デ ザ イ ン 2 0 2 0

（GD2020）」に沿った各種戦略を進めました。国内では、夏用
タイヤの販売は順調に推移したものの、年初および年末の暖冬

の影響により冬用タイヤの需要が伸びず、販売本数は前期
並みを確保しましたが、売上収益は前期を下回りました。一
方、海外では販売が順調に推移したことにより、市販用タ
イヤ全体で、売上収益は前期を上回りました。

■ 2019年12月期の概況
　売上収益は前期比1.3％増の1,193億円で、事業利益は同
12.4％増の83億円となりました。売上収益に占める割合は
18.3％、事業利益に占める割合は16.6%です。

■ ホース配管事業
　海外において自動車向けの販売は好調だったものの、建機
需要が中国において低調だったほか、国内でも台風の影響など
で減少し、売上収益は前期をわずかに下回りました。

■ 工業資材事業
　国内外でコンベヤベルトの販売が順調だったことから、
売上収益は前期を上回りました。

■ ハマタイト事業
　大都市圏の再開発需要が伸びたことにより国内の建築用
シーリング材の販売が好調だったものの、自動車関連が
振るわず、売上収益は前期並みとなりました。

■ 航空部品事業
　民間航空機向けラバトリーモジュールの補用などの民需向け
や官需向けがともに好調で、売上収益は前期を上回りました。
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＜2019年に発売した主な新商品＞

ルールギリギリの飛びにやさしさとスピードをプラスし
た「RS RED ドライバー」
　2019年4月、"ルールギリギリの飛び"の「RS」シリーズから

「RS RED ドライバー」を発売しました。やさしさを追求した
深重心のシャローヘッドに加え、藤倉コンポジット（株）と
共同開発した軽量シャフトを採用。「RS」シリーズの特長で
あるSLEルール適合内ギリギリの高初速性能にやさしさ
とスピードをプラスしました。

ルール適合外の高反発で飛びとやさしさを両立した
「NEW SUPER egg 480 ドライバー」
　2019年7月、SLEルール適合外の高反発で飛距離が
落ちてきたゴルファーに飛ばす楽しみを提供し続ける

「SUPER egg」シリーズから「NEW SUPER egg 480 ドラ
イバー」を発売しました。大型シャローフェースとフェース
を大きくたわませる新技術により大きな飛びとやさしさを
両立しています。

ミスに強く、つかまえてやさしく飛ばす「NEW egg 
5500 ドライバー」
　2019年9月、“「年齢」「性別」「既成概念」にとらわれない”
をコンセプトとした飛び、やさしさを求めるゴルファー
向けの「egg」シリーズから「NEW egg 5500 ドライバー」
を発売しました。業界最大の重心角によりヘッドの自然な
ターンを促すことで、よくつかまりミスに強いドライバー
となっています。

高初速を追求したドライバー用ヘッドパーツ「TUNE 02」
「TUNE 03」
　2019年9月、ヘッドパーツ専用シリーズ「PRGR TUNE」
から、「TUNE 02 ドライバー」の新モデルおよび新商品の

「TUNE 03 ドライバー」を発売しました。2商品とも高い
反発性能と広い高初速エリアにより、「高初速」「高確率」を
実現し、飛びのドライバーに仕上げました。「TUNE 02 ドラ
イバー」は叩けるイメージ、「TUNE 03 ドライバー」は
つかまるイメージのヘッド形状となっています。

スポーツ事業

687

2018

634

2017

708

2019

708 104億円 億円

85

2018

76

2017

104

2019

「TUNE 02 ドライバー」 「TUNE 03 ドライバー」

農業機械用タイヤ
「Alliance 398 MPT」

「NEW egg 5500 ドライバー」

「NEW SUPER egg 480 ドライバー」

「RS RED ドライバー」

横浜ゴムグループは「PRGR」ブランドの各種ゴルフ用品を販売しており、
国内をはじめ、韓国、中国、東南アジアでの展開を強化しています。

ATG
売上収益： 事業利益：

（億円） （億円）

■ 2019年12月期の概況
　売上収益は前期比3.1％増の708億円で、事業利益は同
23.0％増の104億円となりました。売上収益に占める割合は
10.9％、事業利益に占める割合は20.8%です。

■ オフハイウェイタイヤ
　特に市販用タイヤの販売が好調で、売上収益、事業利益ともに
前期を上回りました。
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 横浜ゴムの企業理念は「基本理念」「経営方針」「行動指
針」「企業スローガン」で構成されています。「基本理念」は当社
がこだわり続ける目指すべき姿、「経営方針」は経営陣が自ら

に約束する経営の基本姿勢、「行動指針」は従業員一人ひとり
が自らに課す行動規範です。そして、これらを一言で表す
企業スローガンが「すごいをさりげなく」です。 

 当社は企業理念をCSR経営に実現化していくために「社会
からゆるぎない信頼を得ている地球貢献企業になる」という
CSR経営ビジョンを掲げています。このCSR経営ビジョンには

「 C o r p o r a t e  S o c i a l  Re s p o n s i b i l i t yのＲを『 責任
(Responsibility)』ではなく『信頼(Reliability)』と言い換えよう」

「なじみある言葉で理解し日々の行動につなげよう」という意思
がこめられています。
 こうした意思は創立100周年を超えた今もCSRに対する
企業文化として、横浜ゴムの中に受け継がれています。

企業理念/CSR

企業理念（1992年制定）

・技術の先端に挑戦し、新しい価値を創り出す
・独自の領域を切り拓き、事業の広がりを追求する

・人を大切にし、人を磨き、人が活躍する場をつくる
・社会に対する公正さと、環境との調和を大切にする

経営方針

・自らを鍛え、自己ベストに挑戦する
・たがいに信頼し合い、ぶつかり合い、高め合う

・外に向けて開かれた心を育てる
行動指針

基本理念

心と技術をこめたモノづくりにより、幸せと豊かさに貢献します。

企業スローガン

「すごいをさりげなく」

CSR

CSR経営ビジョン（2008年制定）

CSR行動指針
・迅速に行動しゆるぎない信頼を得る
・一人ひとりがCSR当事者として行動する

・変化し続ける社会動向をつかむ
・貢献できる課題を見極める

社会からゆるぎない信頼を得ている地球貢献企業になる

いきます。また、世界の全拠点で、高質で同質の環境経営を
行うことを目指し、海外全生産拠点の経営責任者によるグロー
バル環境推進会議を年1回開催しています。また、海外では
地域の事情を反映するため、エリアごとの管理者を集めた環境
会議を2014年から開催しています。

CSR・環境経営推進体制

 社長が議長を務めるCSR会議、CSR本部長が議長を務める
環境推進会議をそれぞれ年に２回開催し、グループが取り組む
べきCSRの課題について立案・検討する体制を整えています。
CSR会議、環境推進会議では、7つの重点課題に沿ったCSR 
活動のパフォーマンスを評価し、次年度の改善に結び付けて

CSRスローガン
 当社は、中期経営計画「グランドデザイン2020（GD2020）」にお
いて、世界各地でその土地に根差した企業活動を展開できる

「世界企業」を目指していかなければならないと考えています。

そして、「未来への思いやり」のスローガンのもと、事業活動を
通じた価値を創造していきます。

CSR・環境経営推進体制

コーポレートガバナンス
国際的な規範や協調に沿って、持続的な事業活動を継続する基盤を
つくります。
ガバナンス、コンプライアンス、事業継続に資する活動を行います。

製品を通して
安心して生活できる未 来に向けた製品や サービスを追 求して
いきます。

地球環境のために
豊 かな自然を残すために、事 業 活動を通して環 境課 題に取り
組みます。

人とのつながり
多様な人材が安心して活躍できる職場や社会をつくります。

地域社会と共に
地域と共に発展するため、多様なコミュニケーションと地域問題に
取り組みます。

代表取締役

経営会議

CSR 会議
議長：社長

MB 生産環境部会
部会長 :MB 生産・技術担当

本社販売ＣＳＲ・環境推進部会
部会長 :CSR 本部長

関連会社生産環境会議
議長 : 環境保護推進室長

グローバル環境会議
議長 :CSR 本部長

化学物質管理委員会
委員長 : 研究先行開発本部長代理

3R 推進委員会
委員長 : 研究先行開発本部長代理

地球温暖化対策委員会
委員長 : タイヤ生産本部長

YOKOHAMA 千年の杜推進委員会
委員長 :CSR 本部長

タイヤ生産環境部会
部会長 : タイヤ生産本部長

執行役員／各業務執行部門

輸出管理委員会 など

個人情報保護管理委員会

リスクマネジメント委員会

中央防災会議

中央安全衛生委員会

中央労使協議会

コンプライアンス委員会

環
境
推
進
会
議

議
長
：        

本
部
長

C
S
R

未来への
思いやり

地球に生きる幸せと
豊かさに貢献します

製品を通して

安心と楽しさを
いつまでも届けます

地球環境のために

豊かな自然を
次世代へ伝えます

人とのつながり

共に高め合い、
笑顔を広げます

地域社会と共に

共に生き、
ゆるぎない信頼を

築きます

コーポレートガバナンス
社会的課題に正しく
対応するための基盤を強化します
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 気候変動問題は「SDGs」の17の開発目標のひとつに掲げられ、全世界がその解決に向けて動いています。再生可能
エネルギーは気候変動問題解決に向けた有効な手段のひとつとして注目されており、横浜ゴムでは太陽光・風力発電を
中心に国内外拠点で再生可能エネルギーの活用を推進しています。

再生可能エネルギーの導入を推進し、気候変動問題の解決を目指す

「YOKOHAMA まごころ基金」の活動

 当社は気候変動問題解決に向けてCO2(温室効果ガス)の
排出量削減に取り組んでおり、長期目標に「2050年までに当社
グループのバリューチェーン全体で排出するCO2総量を基準年

（2005年度）比で50％以上削減する」などを掲げています。こう

した目標達成に向け、再生可能エネルギーの活用拡大や製造
過程や物流における様々な省エネ活動に加え、低燃費タイヤを
はじめとした環境貢献商品の開発を加速化しています。

■ 2050 年までに CO2 排出総量半減を目指す

 「YOKOHAMAまごころ基金」は希望する従業員の給与を
天引きして積み立て、集まった資金を環境保全や人権擁護など
に取り組む団体への資金援助や重大な災害への義援金として
拠出することを目的に2016年に設立されました。横浜ゴム
は同基金の支援額と同額をマッチングギフトとして寄付
しています。2019年は環境保全や子どもたちの支援に取り
組む団体5件に合計337万6,000円、国内の災害3件に義援金
として合計500万円を寄付しました（横浜ゴムのマッチング
ギフトを含む）。

 2020年1月、2018年10月に策定した「持続可能な天然ゴム
の調達方針」に基づき、タイ天然ゴム公社（Rubber Authority 
of Thailand：RAOT）と天然ゴム農家の経営支援および
サプライチェーンの透明性と健全性を確保するための
トレーサビリティの向上に向けて協力する覚書を締結しま
した。これに先立ち2019年6月からタイ・スラタニ地区で
天然ゴム農園の調査を行っており、2020年3月中旬までに約
70戸の農家のヒアリングを実施。2021年末までに500戸を
調査する予定で、調査結果を天然ゴム農家の経営支援やト
レーサビリティ向上に活用していきます。当社はこれまで、
タイの大学との共同研究やアグロフォレストリー農法の普
及、サプライヤーを対象とした交流会など天然ゴムの持続
可能性に向けた独自の取り組みを展開しています。 これまで当社では中国の杭州横浜輪胎有限公司、蘇州優科豪

馬輪胎有限公司、インドのYokohama India Pvt. Ltd.、日本の
三重工場、三島工場、研究開発センター「RADIC」に太陽光発電
システムを、平塚製造所、新城南工場には太陽光＋風力発電
システムを導入してきました。2019年7月には新たにフィリピン
のタイヤ生産販売子会社であるYokohama Tire Philippines, 
Inc.の生産工場に太陽光発電システムを設置しました。これに
より、再生可能エネルギー導入拠点は国内外に９拠点となり
ました。

■ 国内外 9 拠点に再生可能エネルギーを導入

 再生可能エネルギー導入をはじめとした気候変動に対する
当社の取り組みは国際的にも高い評価を得ており、持続可能な
経済の実現を目指す国際的な環境非営利団体「CDP」から「気候
変動Aリスト2019」に選定されました。当社が選定されたのは
2016年に続き2度目です。「CDP」は環境分野の情報開示や
パフォーマンスにおいて最も先進的な企業をAリストとして
選定しており、2019年は全世界8,000社以上の中から世界で
182社、日本で38社がAリストに選定されました。

■ 「CDP」の気候変動 A リストに選定

 当社は「FTSE4Good Index Series」に15年連続、「FTSE 
Blossom Japan Index」に3年連続で選定されています。

「FTSE4Good Index Series」は世界的なESG投資指数であり、
ESG投資を行う投資家の重要な投資選択基準として活用されて

います。「FTSE Blossom Japan Index」はESG対応に優れた日
本企業のパフォーマンスを測定するために設計され、年金積立金
管理運用独立行政法人（GPIF）が採用したESG投資のための
4つの指数のひとつに選定されています。

世界的な「FTSE4Good Index Series」に 15 年連続で選定

持続可能な天然ゴム調達のための覚書を締結

Yokohama Tire Philippines, Inc. の生産工場の屋根に設置した太陽光発電システム

RAOT との覚書調印式

CSRハイライト

従業員希望者 YOKOHAMA
まごころ基金

横浜ゴム

毎月 100 円 × 口数を
給与天引き

積立て 寄付 基金と
同額を寄付

団体支援
（NPO、NGO など）

災害義援金

① 希望する従業員の給与から毎月 100 円 × 口数を天引き
② 基金への応募者（会員）が支援したい団体を推薦
③ 基金運営委員会は推薦団体を審査、寄付の可否決定
④ 各種団体へ寄付
⑤ 横浜ゴムは基金と同額を寄付
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世界的な「FTSE4Good Index Series」に 15 年連続で選定

持続可能な天然ゴム調達のための覚書を締結

Yokohama Tire Philippines, Inc. の生産工場の屋根に設置した太陽光発電システム

RAOT との覚書調印式

CSRハイライト

従業員希望者 YOKOHAMA
まごころ基金

横浜ゴム

毎月 100 円 × 口数を
給与天引き

積立て 寄付 基金と
同額を寄付

団体支援
（NPO、NGO など）

災害義援金

① 希望する従業員の給与から毎月 100 円 × 口数を天引き
② 基金への応募者（会員）が支援したい団体を推薦
③ 基金運営委員会は推薦団体を審査、寄付の可否決定
④ 各種団体へ寄付
⑤ 横浜ゴムは基金と同額を寄付
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コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレートガバナンス体制の概要

コーポレートガバナンス

　横浜ゴムグループは、企業理念の下に健全で透明性と公平性の
ある経営を実現するコーポレートガバナンス体制を築き、
さらにこの体制の充実と強化に努めています。これにより、企業

価値の継続的な向上が図れる経営体質とし、全てのステーク
ホルダーから「ゆるぎない信頼」を得られる経営を目指します。

　横浜ゴムは会社法上の機関（株主総会、代表取締役、取締役会、
監査役会、会計監査人）に加え、経営の監督と業務の執行を明確化
し経営の意思決定および業務執行の迅速化を徹底するため、
執行役員制度を採用しています。現在の経営体制は代表権の
ある社長を含む社内取締役6名（執行役員兼務者含む）と社外
取締役5名の合計11名および執行役員17名です。また、トップ
マネジメントの戦略機能を強化するため、取締役を主要
メンバーとする経営会議を設け、事業計画の達成状況の把握と
事業戦略に関する協議を行っています。なお、取締役の経営責任
を明確にすべく、取締役の任期は1年としています。併せて、役員
の人事、処遇の透明性と公平性を確保すべく、構成員として社外
取締役を含む「役員人事・報酬委員会」を設置し、審議のうえ
取締役会にて決定する体制を採用しています。また、2018年3月、
社外取締役を除く取締役が株価変動のメリットとリスクを株主
と共有し、株価上昇および企業価値向上への貢献意欲を従来
以上に高めることを目的に譲渡制限付株式報酬制度を導入
しました。

内部監査および監査役監査
　当社は監査役制度を採用しており、経営監査機能強化の観点
から監査役5名のうち3名を社外監査役とし、独立して公正な
監査を行うことが可能な体制をとっています。監査役は経営会議
など重要な会議や委員会に出席し、業務執行状況を知ること
ができる体制となっています。監査体制については、取締役の
職務執行を監査する監査役による監査、外部監査となる会計
監査人による会計監査、監査室（15名）による各執行部門と
グループ会社の業務監査および会計監査を行う体制としています。
これらは互いに独立性を保った活動を行い、三様監査体制を
確立するとともに、監査役は会計監査人および監査室から適宜
情報を得て監査役機能の強化を行っています。さらに、監査の
実効性を高め、かつ監査業務を円滑に遂行できるようにする
ため、監査役を補助する要員として監査役付を配置しています。

コーポレートガバナンス体制図
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　当社は2006年5月、業務の適正を確保するための「会社法に
基づく内部統制システムの基本方針」を制定し、様々なリスクに
対する防衛体制やコンプライアンスの強化を図っています。

リスクマネジメント体制
　リスクマネジメント担当取締役を委員長とするリスクマネジ
メント委員会を設置し、経営に重大な影響を及ぼすリスクを
横断的に管理し、適切に評価対応しています。また、具体的な
事例となるコンプライアンス、安全衛生、災害、環境、情報セキュ
リティ、輸出管理などにかかわるそれぞれのリスクに関しては、
コンプライアンス委員会、中央安全衛生委員会、中央防災会議、
環境推進会議、情報セキュリティ委員会、個人情報保護管理委員会、
輸出管理委員会などを設置し、損失およびリスクの管理を行う
目的で規則・ガイドライン・マニュアルの作成、研修、啓蒙活動など
を実施しています。それぞれの管理状況は、取締役会、経営会議、
CSR会議などにて適時、経営陣に報告されます。

コンプライアンス体制
　コンプライアンス担当取締役を委員長とするコンプライ
アンス委員会を設置しており、取締役は重大な法令違反、そのほか
コンプライアンスにかかわる重大な事実を発見した場合には、

直ちにコンプライアンス委員長と監査役に報告することが徹底
されています。コンプライアンス委員会は、その実行部門として
コンプライアンス推進室を設置して当社グループの「行動指針」
を制定し、役員および従業員が法令・定款を遵守するための
啓発活動を行います。

グループ会社におけるコンプライアンス体制
　コンプライアンス委員会が制定した「行動指針」を当社グループ
の全てに適用し、これを基礎としてグループ各社における
諸規定を定め行動しています。当社のコンプライアンス推進室は
国内グループ会社における法令遵守体制に関する権限を有し、
各グループ会社においても推進責任者を任命しています。コンプ
ライアンス推進室はグループ各社のコンプライアンス推進
責任者との情報の共有化や問題点の把握を図り、定期的にCSR
会議にて報告します。監査室においても計画的に子会社および
関連会社における会計監査、業務監査に加えコンプライアンス
監査を実施しており、監査状況を取締役、担当部署および監査役
に報告する体制を構築しています。

内部統制システムの概要

社外取締役および社外監査役
　当社は経営の監督および監視のために社外取締役5名、社外
監査役3名を選任しています。社外取締役は監査室からの内部
監査の報告、内部統制の整備・運用状況などに関する報告、監査
役からの監査報告を定期的に受けることにより、当社グループの
現状と課題を把握し、必要に応じて取締役会において意見を表明

します。社外監査役は上記の報告を同様に受けるほか、効率的かつ
効果的に監査役監査を行うために会計監査人と内部監査部門で
ある監査室および子会社の監査役との情報交換など協力関係を
維持しています。なお、社外取締役および社外監査役の選任に
あたっては東京証券取引所における独立役員の独立性に関する
判断基準を参考にしています。
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判断基準を参考にしています。
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取締役・監査役・執行役員

取締役

山石 昌孝
代表取締役社長  

三上 修
取締役専務執行役員
MB事業本部担当 兼 ハマタイト事業部長 
兼 横浜ゴムMBジャパン（株）代表取締役会長

岡田 秀一
社外取締役

菊地 也寸志
常任監査役

内田 寿夫
常勤監査役

亀井 淳
社外監査役

清水 恵
社外監査役

木村 博紀
社外監査役

竹中 宣雄
社外取締役

河野 宏和
社外取締役

山根 節
社外取締役

堀 雅寿
社外取締役

野呂 政樹
取締役常務執行役員
技術統括 兼 研究先行開発本部長 兼 MB生産・技術担当

松尾 剛太
取締役常務執行役員
経営管理本部長 兼 経理部担当 兼 CSR本部担当 兼 
ヨコハマゴム・ファイナンス（株）代表取締役社長

中村 亨
取締役執行役員
タイヤ生産本部長 兼 タイヤ生産技術本部担当 
兼 平塚製造所長

Nitin Mantri
取締役執行役員
ATC Tires Pvt. Ltd.取締役CEO 
兼 Yokohama India Pvt. Ltd.取締役会長

監査役

執行役員

瀧本 真一
専務執行役員
Yokohama Corporation of North America取締役社長 兼 CEO 兼 
Yokohama Tire Corporation 取締役会長 兼 CEO 兼 Yokohama Tire 
(Canada) Inc. 取締役CEO 兼 Yokohama Tire Mexico S. De R.L. De C.V.
取締役CEO

挾間 浩久
常務執行役員
品質保証担当

岸 温雄
常務執行役員
タイヤ生産財事業本部長 兼 生産財事業企画部長 兼 ATC Tires Pvt. Ltd.
取締役会長 兼 ヨコハマタイヤリトレッド（株）代表取締役社長

山本 忠治
常務執行役員 
社長補佐 兼 タイヤ物流本部長

池田 均
常務執行役員

（株）ヨコハマタイヤジャパン代表取締役会長 
兼 タイヤ国内リプレイス営業本部担当

Jeff Barna
常務執行役員
Yokohama Tire Corporation取締役社長

近藤 成俊
執行役員
CSR本部長 兼 IT企画本部長 兼 ハマゴムエイコム（株）代表取締役社長 
兼 CSR企画室長

城川 隆
執行役員
技術統括補佐

中山 靖夫
執行役員
MB事業本部長 兼 MB企画部長

清宮 眞二
執行役員
タイヤ製品開発本部長

宮本 知昭
執行役員
タイヤ国内リプレイス営業本部長 兼 （株）ヨコハマタイヤジャパン取締役

結城 正博
執行役員
Yokohama Rubber (China) Co., Ltd.取締役会長 兼 取締役社長 
兼 Yokohama Tire Sales (Shanghai) Co., Ltd.取締役会長 兼 Hangzhou 
Yokohama Tire Co., Ltd.取締役会長 兼 Suzhou Yokohama Tire Co., Ltd.取
締役会長 兼 Yokohama Industrial Products - Hangzhou Co., Ltd.取締役会長 
兼 Yokohama Industrial Products Sales - Shanghai Co., Ltd.取締役会長 
兼 Shandong Yokohama Rubber Industrial Products Co., Ltd.取締役副会長

塩入 博之
執行役員
Yokohama Europe GmbH取締役社長 兼 Yokohama Reifen GmbH取締役会長 
兼 Yokohama Scandinavia AB取締役会長 兼 Yokohama H.P.T. Ltd.取締役会長 
兼 Yokohama Iberia, S.A.取締役会長 兼 Yokohama France S.A.S.取締役会長 
兼 Yokohama Austria GmbH取締役社長 兼 Yokohama Danmark A/S取締役
社長 兼 Yokohama Suisse SA取締役社長 兼 N.V. Yokohama Belgium S.A.
取締役社長

矢羽田 雄彦
執行役員

（株）ヨコハマタイヤジャパン代表取締役社長 兼 タイヤ国内リプレイス
営業副本部長

中村 善州
執行役員
タイヤ海外営業本部長 兼 Yokohama Asia Co., Ltd.取締役社長

藤津 聡
執行役員
タイヤ直需営業本部長 兼 タイヤ第二直需営業部長

梁取 和人
執行役員
グローバル調達本部長 兼 原料調達部長 
兼 Yokohama Rubber Singapore Pte.Ltd.取締役社長
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野呂 政樹
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技術統括 兼 研究先行開発本部長 兼 MB生産・技術担当

松尾 剛太
取締役常務執行役員
経営管理本部長 兼 経理部担当 兼 CSR本部担当 兼 
ヨコハマゴム・ファイナンス（株）代表取締役社長

中村 亨
取締役執行役員
タイヤ生産本部長 兼 タイヤ生産技術本部担当 
兼 平塚製造所長

Nitin Mantri
取締役執行役員
ATC Tires Pvt. Ltd.取締役CEO 
兼 Yokohama India Pvt. Ltd.取締役会長

監査役
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瀧本 真一
専務執行役員
Yokohama Corporation of North America取締役社長 兼 CEO 兼 
Yokohama Tire Corporation 取締役会長 兼 CEO 兼 Yokohama Tire 
(Canada) Inc. 取締役CEO 兼 Yokohama Tire Mexico S. De R.L. De C.V.
取締役CEO

挾間 浩久
常務執行役員
品質保証担当

岸 温雄
常務執行役員
タイヤ生産財事業本部長 兼 生産財事業企画部長 兼 ATC Tires Pvt. Ltd.
取締役会長 兼 ヨコハマタイヤリトレッド（株）代表取締役社長

山本 忠治
常務執行役員 
社長補佐 兼 タイヤ物流本部長

池田 均
常務執行役員

（株）ヨコハマタイヤジャパン代表取締役会長 
兼 タイヤ国内リプレイス営業本部担当

Jeff Barna
常務執行役員
Yokohama Tire Corporation取締役社長

近藤 成俊
執行役員
CSR本部長 兼 IT企画本部長 兼 ハマゴムエイコム（株）代表取締役社長 
兼 CSR企画室長

城川 隆
執行役員
技術統括補佐

中山 靖夫
執行役員
MB事業本部長 兼 MB企画部長

清宮 眞二
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タイヤ製品開発本部長

宮本 知昭
執行役員
タイヤ国内リプレイス営業本部長 兼 （株）ヨコハマタイヤジャパン取締役

結城 正博
執行役員
Yokohama Rubber (China) Co., Ltd.取締役会長 兼 取締役社長 
兼 Yokohama Tire Sales (Shanghai) Co., Ltd.取締役会長 兼 Hangzhou 
Yokohama Tire Co., Ltd.取締役会長 兼 Suzhou Yokohama Tire Co., Ltd.取
締役会長 兼 Yokohama Industrial Products - Hangzhou Co., Ltd.取締役会長 
兼 Yokohama Industrial Products Sales - Shanghai Co., Ltd.取締役会長 
兼 Shandong Yokohama Rubber Industrial Products Co., Ltd.取締役副会長

塩入 博之
執行役員
Yokohama Europe GmbH取締役社長 兼 Yokohama Reifen GmbH取締役会長 
兼 Yokohama Scandinavia AB取締役会長 兼 Yokohama H.P.T. Ltd.取締役会長 
兼 Yokohama Iberia, S.A.取締役会長 兼 Yokohama France S.A.S.取締役会長 
兼 Yokohama Austria GmbH取締役社長 兼 Yokohama Danmark A/S取締役
社長 兼 Yokohama Suisse SA取締役社長 兼 N.V. Yokohama Belgium S.A.
取締役社長

矢羽田 雄彦
執行役員

（株）ヨコハマタイヤジャパン代表取締役社長 兼 タイヤ国内リプレイス
営業副本部長

中村 善州
執行役員
タイヤ海外営業本部長 兼 Yokohama Asia Co., Ltd.取締役社長

藤津 聡
執行役員
タイヤ直需営業本部長 兼 タイヤ第二直需営業部長

梁取 和人
執行役員
グローバル調達本部長 兼 原料調達部長 
兼 Yokohama Rubber Singapore Pte.Ltd.取締役社長
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YOKOHAMA TIRE MEXICO S. de R.L. de C.V.（メキシコ）

YOKOHAMA RUBBER LATIN AMERICA INDÚSTRIA E COMÉRCIO LTDA.（ブラジル）

ALLIANCE TIRE AMERICAS INC.（米国）

欧州
YOKOHAMA H.P.T. LTD.（イギリス）

YOKOHAMA SUISSE SA（スイス）

YOKOHAMA SCANDINAVIA AB（スウェーデン）

YOKOHAMA EUROPE GmbH（ドイツ）

YOKOHAMA REIFEN GmbH（ドイツ）

YOKOHAMA AUSTRIA GmbH（オーストリア）

YOKOHAMA DANMARK A/S（デンマーク）

YOKOHAMA IBERIA, S.A.（スペイン）

YOKOHAMA RUSSIA L.L.C.（ロシア）

N.V. YOKOHAMA BELGIUM S.A.（ベルギー）

ALLIANCE TIRE EUROPE B.V.（オランダ）

YOKOHAMA FRANCE S.A.S.（フランス）

アジア
YOKOHAMA RUBBER (CHINA) CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA TIRE SALES (SHANGHAI) CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA TIRE TAIWAN CO., LTD.（台湾）

YOKOHAMA TIRE KOREA CO., LTD.（韓国）

SC KINGFLEX CORPORATION（台湾）　

YOKOHAMA RUBBER (THAILAND) CO., LTD.（タイ）　

PT. YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS MANUFACTURING INDONESIA（インドネシア）

　

販売およびマーケティングサポート
米州
YOKOHAMA AEROSPACE AMERICA, INC.（米国）

アジア
YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS SALES-SHANGHAI CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS ASIA-PACIFIC PTE. LTD.（シンガポール）

その他
YOKOHAMA RUBBER SINGAPORE PTE. LTD.（シンガポール／出張所）

SINGAPORE BRANCH（シンガポール／出張所）

Y.T. RUBBER CO., LTD.（タイ／天然ゴム加工工場）

DUBAI OFFICE（ドバイ／出張所）
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タイヤおよびATG
生産販売

米州
YOKOHAMA TIRE MANUFACTURING VIRGINIA LLC.（米国）

YOKOHAMA TIRE MANUFACTURING MISSISSIPPI, LLC.（米国）

欧州
LLC YOKOHAMA R.P.Z.（ロシア）

アジア
HANGZHOU YOKOHAMA TIRE CO., LTD.（中国）

SUZHOU YOKOHAMA TIRE CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA TIRE PHILIPPINES, INC.（フィリピン）

YOKOHAMA TIRE MANUFACTURING (THAILAND) CO., LTD.（タイ）

YOKOHAMA TYRE VIETNAM INC.（ベトナム）

YOKOHAMA INDIA PVT. LTD.（インド）

ATC TIRES PRIVATE LTD.（インド）

ALLIANCE TIRE COMPANY LTD.（イスラエル）

販売およびマーケティングサポート
米州
YOKOHAMA TIRE CORPORATION（米国）

YOKOHAMA TIRE (CANADA) INC.（カナダ）

YOKOHAMA TIRE SALES PHILIPPINES, INC.（フィリピン）　

YOKOHAMA TIRE SALES (THAILAND) CO., LTD.（タイ）

YOKOHAMA ASIA CO., LTD.（タイ）

オセアニア
YOKOHAMA TYRE AUSTRALIA PTY., LTD.（オーストラリア）

総合タイヤテストコース
TIRE TEST CENTER OF ASIA（タイ）

MB（マルチプル・ビジネス）
生産販売
米州
YOKOHAMA INDUSTRIES AMERICAS INC.（米国）

YOKOHAMA INDUSTRIES AMERICAS OHIO INC.（米国）

YOKOHAMA INDUSTRIES AMERICAS de MEXICO, S. de R.L. de C.V.（メキシコ）

欧州
YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS ITALY S.r.l.（イタリア）

アジア
YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS-HANGZHOU CO., LTD.（中国）

SHANDONG YOKOHAMA RUBBER INDUSTRIAL PRODUCTS CO., LTD.（中国）

1

海外の主な子会社・関連会社
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ALLIANCE TIRE AMERICAS INC.（米国）
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YOKOHAMA IBERIA, S.A.（スペイン）

YOKOHAMA RUSSIA L.L.C.（ロシア）

N.V. YOKOHAMA BELGIUM S.A.（ベルギー）

ALLIANCE TIRE EUROPE B.V.（オランダ）

YOKOHAMA FRANCE S.A.S.（フランス）

アジア
YOKOHAMA RUBBER (CHINA) CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA TIRE SALES (SHANGHAI) CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA TIRE TAIWAN CO., LTD.（台湾）

YOKOHAMA TIRE KOREA CO., LTD.（韓国）

SC KINGFLEX CORPORATION（台湾）　

YOKOHAMA RUBBER (THAILAND) CO., LTD.（タイ）　

PT. YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS MANUFACTURING INDONESIA（インドネシア）

　

販売およびマーケティングサポート
米州
YOKOHAMA AEROSPACE AMERICA, INC.（米国）

アジア
YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS SALES-SHANGHAI CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS ASIA-PACIFIC PTE. LTD.（シンガポール）

その他
YOKOHAMA RUBBER SINGAPORE PTE. LTD.（シンガポール／出張所）

SINGAPORE BRANCH（シンガポール／出張所）

Y.T. RUBBER CO., LTD.（タイ／天然ゴム加工工場）
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タイヤおよびATG
生産販売

米州
YOKOHAMA TIRE MANUFACTURING VIRGINIA LLC.（米国）

YOKOHAMA TIRE MANUFACTURING MISSISSIPPI, LLC.（米国）

欧州
LLC YOKOHAMA R.P.Z.（ロシア）

アジア
HANGZHOU YOKOHAMA TIRE CO., LTD.（中国）

SUZHOU YOKOHAMA TIRE CO., LTD.（中国）

YOKOHAMA TIRE PHILIPPINES, INC.（フィリピン）

YOKOHAMA TIRE MANUFACTURING (THAILAND) CO., LTD.（タイ）

YOKOHAMA TYRE VIETNAM INC.（ベトナム）

YOKOHAMA INDIA PVT. LTD.（インド）

ATC TIRES PRIVATE LTD.（インド）

ALLIANCE TIRE COMPANY LTD.（イスラエル）

販売およびマーケティングサポート
米州
YOKOHAMA TIRE CORPORATION（米国）

YOKOHAMA TIRE (CANADA) INC.（カナダ）

YOKOHAMA TIRE SALES PHILIPPINES, INC.（フィリピン）　

YOKOHAMA TIRE SALES (THAILAND) CO., LTD.（タイ）

YOKOHAMA ASIA CO., LTD.（タイ）

オセアニア
YOKOHAMA TYRE AUSTRALIA PTY., LTD.（オーストラリア）

総合タイヤテストコース
TIRE TEST CENTER OF ASIA（タイ）

MB（マルチプル・ビジネス）
生産販売
米州
YOKOHAMA INDUSTRIES AMERICAS INC.（米国）

YOKOHAMA INDUSTRIES AMERICAS OHIO INC.（米国）

YOKOHAMA INDUSTRIES AMERICAS de MEXICO, S. de R.L. de C.V.（メキシコ）

欧州
YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS ITALY S.r.l.（イタリア）

アジア
YOKOHAMA INDUSTRIAL PRODUCTS-HANGZHOU CO., LTD.（中国）

SHANDONG YOKOHAMA RUBBER INDUSTRIAL PRODUCTS CO., LTD.（中国）

1

海外の主な子会社・関連会社
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タイヤ
生産拠点

三重工場
三島工場
尾道工場
新城工場
新城南工場

販売子会社・関連会社
（株）ヨコハマタイヤジャパン
（株）ヨコハマタイヤリトレッド
（株）ワイエフシー
愛知タイヤ工業（株）
亀山ビード（株）

総合タイヤテストコース
D-PARC
北海道タイヤテストセンター

1

2

3

1

1

2

3

4

5

MB（マルチプル・ビジネス）
生産拠点

平塚製造所
ハマタイト工場
茨城工場
長野工場

販売子会社
横浜ゴムMBジャパン（株）

2

3

4

1

その他
（株）プロギア

1

2

1

2

日本の主な事業拠点            

財務セクション
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財務の概況

 注）横浜ゴムグループは2017年度12月期より従来の日本基準
に代えて国際財務報告基準（IFRS）を適用しています。
また、事業活動の真の収益性を開示することを目的とし、日本基準
の営業利益に当たる事業利益（売上収益から売上原価、販売費及び
一般管理費を控除したもの）を開示しています。

経営環境

 当期における当社グループをとり巻く環境は、国内では生
産活動が引き続き低調な中、台風の影響などにより消費活動
も鈍化したことで景気は足踏み状態となりました。海外において
は、米国では年間を通して良好な雇用・資産価格の上昇などを背
景に景気は回復基調となったものの、欧州では製造業の低迷
が長期化し、中国では引き続き外需の低迷と内需の回復遅れな
どにより景気の低迷が続きました。また、今後の世界経済において
は、新型コロナウイルス拡散など新たな懸念事項も加わり、よ
り一層不透明な状態が継続しています。こうした中、当社グループ
は、2018年から開始した3ヶ年の中期経営計画「グランド

デザイン2020（GD2020）」に基づいた成長戦略と経営基盤
強化に取り組みました。

営業の状況

 2019年度の売上収益は前期比微増の6,505億円となり
ました。タイヤは低調でしたが、MBは工業資材や航空部品が
伸びました。オフハイウェイタイヤを生産販売するATGは特に
市販用の販売が好調でした。売上原価は前期比68億円増の
4,413億円、販売費及び一般管理費は同25 億円増の1,590億円
となったことから、事業利益は同15.4％減の501億円となり
ました。一方、その他の収益は固定資産の売却などにより同
34億円増の118億円、その他の費用は前期に米国タイヤ生産
子会社Yokohama Tire Manufacturing Mississippi, LLC. 
において減損損失を計上していたことなどから同108億円減の
34億円となり、この結果、営業利益は同9.5％増の586億円、
営業利益率は9.0%となりました。また、金融収益は同2億円増
の32億円、金融費用は同26億円減の40億円となったことに
加え、インドの法人税率引き下げに伴う税金負債の取り崩しに
より法人所得税費用の額が60億円減少したことなどから、親会社

の所有者に帰属する当期利益は同17.8％増の420億円となり
ました。なお、期中の平均為替レートはUSドルが109円（前年
110円）、ユーロは122円（同130円）、ルーブルが1.7円（同1.8
円）でした。

事業別情報
 
 タイヤの売上収益は前期比0.7％減の4,517億円で、事業利益
は同27.3％減の308億円となりました。新車用は北米で好調
だったものの、国内では納入車種の切り替えなどにより販売が
低調だったことに加え、北米以外の海外も販売が振るわず、新車用
タイヤ全体で売上収益は前期を下回りました。市販用は、積極的
にグローバル・フラッグシップブランド「ADVAN」シリーズや、
低燃費タイヤブランド「BluEarth」シリーズ、SUV・ピックアップ
トラック用タイヤブランド「GEOLANDAR」シリーズなどの
高付加価値商品の拡販に努めたほか、「GD2020」に沿った各種
戦略を進めました。国内では、夏用タイヤの販売は順調に推移
したものの、年初および年末の暖冬の影響により冬用タイヤの
需要が伸びず、販売本数は前期並みを確保しましたが、売上収益

は前期を下回りました。一方、海外では販売が順調に推移したこと
により、市販用タイヤ全体で、売上収益は前期を上回りました。
MBの売上収益は前期比1.3％増の1,193億円、事業利益は同
12.4％増の83億円となりました。ホース配管事業は、海外に
おいて自動車向けの販売は好調だったものの、建機需要が中国に
おいて低調だったほか、国内でも台風の影響などで減少し、売上
収益は前期をわずかに下回りました。工業資材事業は、国内外で
コンベヤベルトの販売は順調であり、売上収益は前期を上回り
ました。またハマタイト事業は、大都市圏の再開発需要が伸びた
ことにより国内の建築用シーリング材の販売が好調だったもの
の、自動車関連が振るわず、売上収益は前期並みとなりました。
航空部品事業は、民間航空機向けラバトリーモジュールの補用
などの民需向けや官需向けともに好調で、売上収益は前期を
上回りました。ATGの売上収益は前期比3.1％増の708億円、
事業利益は同23.0％増の104億円となりました。農業機械用・
産業車両用タイヤをはじめとするオフハイウェイタイヤは、
特に市販用タイヤの販売が好調で、売上収益、事業利益とも
前期を上回りました。

売上収益
（億円）

営業利益、親会社の所有者に帰属する当期利益、
親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE)

（億円、％）

営業利益 親会社の所有者に帰属する当期利益
 ROE

セグメント別事業利益
（億円）

タイヤ

MB

ATG
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財政状態

　2019年12月31日における資産合計は前期比517億円増加し、
9,076億円となりました。流動資産は営業債権の減少などにより、
同1.2％減の3,315億円となりました。非流動資産はIFRS第16号

「リース」適用開始による使用権資産の増加などにより、同10.7％
増の5,760億円となりました。負債合計は同65億円増の4,799億円
となりました。IFRS第 16号「リース」適用開始によりリース債務
が増加したことが主因です。有利子負債は同205億円減の2,399
億円となりました。D/Eレシオは0.57倍となり、同0.12ポイント
改善しました。資本合計は親会社の所有者に帰属する当期利益の
計上などにより、同11.8％増の4,277億円となりました。

キャッシュ・フロー

　営業活動による資金の増加は、税引前利益の計上などにより
754億円となりました。投資活動による資金の減少は、有形固定
資産の取得による支出などにより436億円となりました。こうした
ことから、フリーキャッシュ・フローは317億円となりました。
財務活動による資金の減少は、長期借入金の返済による支出など
により355億円となりました。この結果、現金及び現金同等物は
前期末比38億円減少し、279億円となりました。

設備投資の状況

　2019年度は全体で513億円の設備投資を実施しました。
タイヤでは新商品の上市およびタイヤの高性能化に対応する
ため、国内工場の製造設備の増強、生産性向上および品質向上

などを図りました。海外子会社においても増産のための工場
拡張および商品の付加価値向上に向けた投資を実施しました。
MBでは、各種ホースを中心とした生産能力の増強、生産性の
改善をしたほか、品質向上などを図りました。ATGではオフ
ハイウェイタイヤの生産能力の増強などを図りました。

研究開発費

　当社グループでは基盤技術に関する研究開発活動を研究先
行開発本部が、商品に直接かかわる研究開発活動をタイヤ、
MB、ATGおよびその他の技術部門が担当しています。2019年度
の研究開発費の総額は150億円となりました。

配当

 中間配当を1株当たり31円（前年31円）、期末配当を1株当たり
33円（前年31円）とし、年間で1株当たり64円としました。

2020年度の業績見通し

 2020年度の業績および配当予想は新型コロナウイルス
感染症の影響を見通すことが困難であることから、アニュアル
レポート発行時点（2020年7月1日）では未定としています。
合理的な業績予想の算定が可能となった時点で速やかに公表
します。

有利子負債、新会社の所有者に帰属する持分、
D/Eレシオ※

（億円、倍）

資本合計

有利子負債 D/Eレシオ

※有利子負債÷新会社の所有者に帰属する持分

営業活動によるキャッシュ・フローと
フリーキャッシュ・フロー※

（億円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
フリーキャッシュ・フロー

※（営業活動によるキャッシュ・フロー）－（投資活動によるキャッシュ・フロー）
※2019年度はIFRS16号「リース」適用による使用権資産に関
する減価償却費を除いています

設備投資額と減価償却費及び償却費※

（億円）

設備投資額 減価償却費及び償却費

１株当たり配当金
（円）

中間配当金 期末配当金
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（円）
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経済状況
　当社グループの全世界における営業収入のうち、重要な部分を
占める自動車用タイヤの需要は当社グループが商品を販売して
いる国または地域の経済状況の影響を受けます。従って日本、
北米、欧州、アジアなどの主要市場における景気後退および
それに伴う需要の減少は、当社グループの業績および財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。また、競業他社との販売競争
激化による市場シェアダウンおよび価格競争の熾烈化による
販売価格の下落も当社グループの業績および財務状況に影響を
及ぼす可能性があります。

為替レートの影響
　当社グループは主として円建で一般商取引、投融資活動などを
行っていますが、米ドルその他の外国通貨建でもこれらの活動を
行っています。今後一層の事業のグローバル化の進行に伴い、
海外事業のウエイトが高まることが予想されます。従って、従来
以上に外国通貨建の一般商取引、投融資活動などが増加し、
外国為替の変動により当社グループの業績および財務状況が
影響を受ける度合いが大きくなります。為替予約の実施など為替
レートの変動によるリスクを最小限にとどめる努力を行って
いますが、当該リスクを完全に回避することはきわめて困難です。

季節変動の影響
　当社グループの業績は上半期と下半期を比較した場合、下半期
の業績が良くなる傾向にあります。特に寒冷地域で冬場の
降雪時に使用する自動車用タイヤ（スタッドレスタイヤ）の販売
が下半期に集中することが主な理由です。従って、降雪時期の
遅れや降雪量の減少などが当社グループの業績および財務状況
に影響を及ぼす可能性があります。

原材料価格の影響
　当社グループの商品の主要な原材料は、天然ゴムおよび石油化学
製品です。従って、天然ゴム相場の大幅な上昇および国際的な
原油価格の高騰があった場合、当社商品の製造コストが影響を
受ける可能性があります。これらの影響を最小限にとどめるべく
各種対策を実施していますが、吸収できる範囲を超えた場合は、
当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が
あります。

資金調達力およびコストの影響
　当社グループは資金調達の安定性および流動性の保持を
重視した財務運営を行っていますが、日本を含めた世界の主要な
金融市場で混乱が発生した場合、計画どおりに資金調達を行う
ことができない可能性があります。また、格付会社より当社
グループの信用格付けが大幅に下げられた場合、資金調達が
制約されるとともに調達コストが増加し、当社グループの業績
および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

有利子負債の影響
　当 社グル ープの 総 資 産に占める有 利 子負債の 割 合は、
約26.4％（2019年12月31日現在）です。グループファイナンスの
実施によりグループ資金の効率化を行うことで財務体質の改善
に取り組んでいますが、今後の金利動向によっては当社グループ
の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。なお、
当社グループの一部の借入契約には財務制限条項が付されて
います。

保有有価証券の影響
　当社グループが保有する市場性のある有価証券のうち日本
株式への投資が大きな割合を占めています。従って、日本の株式
市場の変動および低迷などによる有価証券評価損の計上などで
当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が
あります。

投資などにかかわる影響
　当社グループは世界的な自動車用タイヤの需要に対応すべく、
アジアを中心に生産拠点の拡大および生産能力の増強のための
投資を行っています。この投資により商品の品質向上を図ると
ともに需要増にも対応でき、当社グループの信頼を高め、シェア
アップが期待できます。しかしながら、現地の法的規制や慣習
などに起因する予測不能な事態が生じた場合、期待した成果を
得ることができなくなるため、当社グループの業績および財務
状況に影響を及ぼす可能性があります。

M&A、資本・業務提携による影響 
　当社グループは、さらなる成長の実現に向けた競争力強化の
ため、他社の買収や他社との資本・業務提携を行うことがあり
ます。万一対象会社の業績が買収時の想定を下回る場合、または
事業環境の変化や競合状況などにより期待する成果が得られ
ないと判断された場合にはのれんなどの減損損失が発生し、
当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が
あります。

退職給付債務 
  当社グループの退職給付債務および退職給付費用は割引率、
年金資産の期待運用収益率などの一定の前提条件に基づいて
数理計算を行っています。実際の割引率、運用収益率などが
前提条件と異なる場合、つまり金利低下、年金資産の時価の
下落、運用利回りの低下などがあった場 合 や 退 職 金 制度、
年金制度を変更した場合、将来の退職給付債務の増加により、
当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が
あります。

災害などの影響
　当社グループは地震などの自然災害に備え、各種対応策を検討し、
計画的に実施していますが、生産拠点および原材料の主要な
仕入先などに予想外の災害が発生した場合、当社グループの業績
および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

知的財産権の影響
　当社グループは技術ノウハウの蓄積と知的財産権の保護に
努めていますが、第三者の知的財産権の侵害を効果的に防止
できないことがあります。また、当社グループの商品または技術が
第三者から知的財産権を侵害したとして訴訟を受け、それが
認められた場合には、グループの業績および財務状況に影響を
及ぼす可能性があります。

商品の品質による影響
　当社グループは、品質管理を経営の最重要課題とし、品質管理
体制の万全を期していますが、商品の欠陥や不良を皆無にする
ことは困難です。大規模なリコールや欠陥に起因する多額の
損害賠償が起きた場合には、当社グループの業績および財務
状況に影響を及ぼす可能性があります。

法律・規制・訴訟の影響
　当社グループは事業活動を行っている各国において投 資、
貿易、為替管理、独占禁止、環境保護など当社グループが展開
している様々な事業に関連する法律や規制の適用を受けています。
将来において新たな法律や規制により、事業活動の制約やコスト
の上昇など当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす
可能性があります。また、国内外における予期せぬ法律や規制の
変更などにより、当社グループの事業活動に制約を受け、当社
グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があり
ます。これらのほか、当社グループは国内外の事業活動に関連
して、訴訟や各国当局による捜査・調査の対象となる可能性が
あります。重要な訴訟が提起された場合や各国当局による捜査・
調査が開始された場合、当社グループの業績及び財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。

事業などのリスク

34 35

PMS 186 C

PMS Black C

　横浜ゴムグループの経営成績、株価および財務状況などに影響
を及ぼす可能性のあるリスクは下記のようなものがあります。

なお文中における将来などに関する事項は当連結会計年度末
（2019年12月31日）現在において判断したものです。 
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負債及び資本
　負債
　流動負債
　　営業債務及びその他の債務 ¥  75,017 ¥  83,876 $   684,711
　　社債及び借入金 105,287 91,721 960,997
　　その他の金融負債 23,218 16,110 211,922
　　未払法人所得税 5,077 5,422 46,337
　　その他の流動負債 42,578 40,914 388,629
　　流動負債　合計 251,177 238,044 2,292,597

　非流動負債
　　社債及び借入金 134,583 168,666 1,228,397
　　その他の金融負債 30,947 8,263 282,466
　　退職給付に係る負債 16,506 17,256 150,654
　　繰延税金負債 38,404 30,481 350,530
　　その他の非流動負債 8,266 10,703 75,444
　　非流動負債　合計 228,706 235,368 2,087,491
　負債  合計 479,882 473,411 4,380,088

　資本
　　資本金 38,909 38,909 355,140
　　資本剰余金 31,049 31,118 283,401
　　利益剰余金 316,107 282,918 2,885,243
　　自己株式 (11,975) (12,041) (109,302)
　　その他の資本の構成要素 44,802 33,123 408,930
　　親会社の所有者に帰属する持分合計 418,893 374,027 3,823,412
　　非支配持分 8,785 8,374 80,182
　　資本合計 427,678 382,401 3,903,594

　負債及び資本合計 ¥ 907,560 ¥ 855,812 $ 8,283,682 

連結財政状態計算
横浜ゴム株式会社および連結子会社
2019年および2018年12月31日現在

百万円 千米ドル

資産
2019 

（2019/12/31)
2018 

（2018/12/31)
2019 

（2019/12/31)

　流動資産
　　現金及び現金同等物 ¥  27,909 ¥  31,745 $   254,740
　　営業債権及びその他の債権 165,261 170,006 1,508,406
　　その他の金融資産 2,193 2,812 20,013
　　棚卸資産 124,355 119,655 1,135,041
　　その他の流動資産 11,821 11,288 107,900

　　流動資産　合計 331,540 335,506 3,026,100

　非流動資産
　　有形固定資産 327,706 287,020 2,991,107
　　のれん 85,431 86,554 779,766
　　無形資産 42,113 46,553 384,381
　　その他の金融資産 107,913 90,608 984,970
　　繰延税金資産 8,065 6,169 73,608
　　その他の非流動資産 4,793 3,401 43,749

　　非流動資産　合計 576,021 520,306 5,257,582

　資産　合計 ¥ 907,560 ¥ 855,812 $ 8,283,682
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百万円 千米ドル

2019 
（2019/1/1–2019/12/31)

2018 
（2018/1/1–2018/12/31)

2019 
（2019/1/1–2019/12/31)

売上収益 ¥  650,462 ¥  650,239 $  5,937,036
売上原価 (441,323) (434,497) (4,028,139)
売上総利益 209,139 215,741 1,908,897
販売費及び一般管理費 (159,009) (156,485) (1,451,346)
事業利益 50,129 59,257 457,551
その他の収益 11,807 8,389 107,763
その他の費用 (3,372) (14,168) (30,781)
営業利益 58,564 53,478 534,534
金融収益 3,223 3,036 29,418
金融費用 (4,022) (6,573) (36,715)
税引前利益 57,764 49,941 527,237
法人所得税費用 (14,837) (13,249) (135,420)
当期利益 42,927 36,692 391,817

当期利益の帰属
親会社の所有者 41,971 35,623 383,086
非支配持分 957 1,069 8,731
当期利益 ¥   42,927 ¥   36,692 $    391,817

1株当たり当期利益
基本的1株当たり当期利益（円） 261.61 222.12 2.39

連結損益計算書
横浜ゴム株式会社および連結子会社
2019年および2018年12月31日に終了した1年間
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百万円 千米ドル

2019 
（2019/1/1–2019/12/31)

2018 
（2018/1/1–2018/12/31)

2019 
（2019/1/1–2019/12/31)

当期利益 ¥  42,927 ¥  36,692 $  391,817

その他の包括利益
　純損益に振り替えられることのない項目
　　その他の包括利益を通じて測定する 
　　金融資産の公正価値の純変動 12,927 (18,845) 117,990
　　確定給付制度の再測定 1,693 (2,561) 15,453

　純損益に振り替えられる可能性のある項目
　　キャッシュ・フロー・ヘッジ (458) 1,233 (4,179)
　　在外営業活動体の換算差額 (703) (11,337) (6,413)

　税引後その他の包括利益 13,460 (31,511) 122,852
　当期包括利益 ¥   56,387 ¥   5,181 $   514,669

当期包括利益の帰属
　親会社の所有者 55,287 4,519 504,630
　非支配持分 1,100 663 10,039
　当期包括利益 ¥   56,387 ¥   5,181 $    514,669

連結包括利益計算書
横浜ゴム株式会社および連結子会社
2019年および2018年12月31日に終了した1年間
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連結持分変動計算書
横浜ゴム株式会社および連結子会社
2019年および2018年12月31日に終了した1年間

百万円
親会社の所有者に帰属する持分

その他の資本の構成要素

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッジ

2019年1月1日　残高 ¥ 38,909 ¥ 31,118 ¥ 282,918 ¥ (12,041) ¥ (908) ¥ 799
　会計方針の変更による累積的影響額 (237)
会計方針の変更を反映した
2019年1月1日　残高 38,909 31,118 282,681 (12,041) (908) 799

　当期利益 41,971
　その他の包括利益 (826) (458)
　　当期包括利益 — — 41,971 — (826) (458)
　自己株式の取得 (3)
　自己株式の処分 0 0
 株式報酬取引 41 69
　剰余金の配当 (9,946)
　支配の喪失とならない子会社に対する 
　非支配株主との取引 (110)
　利益剰余金への振替 1,637
　その他 (235)
　　所有者との取引額等合計 — (69) (8,544) 66 — —
2019年12月31日　残高 ¥ 38,909 ¥ 31,049 ¥ 316,107 ¥ (11,975) ¥ (1,734) ¥ 341

親会社の所有者に帰属する持分
その他の資本の構成要素

その他の
包括利益を
通じて測定

する金融資産
の公正価値
の純変動

確定給付制度
の再測定 合計

親会社の 
所有者に 

帰属する持分の
合計 非支配持分 資本合計

2019年1月1日　残高 ¥ 33,232 — ¥ 33,123 ¥ 374,027 ¥ 8,374 ¥ 382,401
　会計方針の変更による累積的影響額 — (237) (237)
会計方針の変更を反映した
2019年1月1日　残高 33,232 — 33,123 373,790 8,374 382,164

　当期利益 — 41,971 957 42,927
　その他の包括利益 12,908 1,692 13,316 13,316 143 13,460
　　当期包括利益 12,908 1,692 13,316 55,287 1,100 56,387
　自己株式の取得 — (3) (3)
　自己株式の処分 — 0 0
 株式報酬取引 — 110 110
　剰余金の配当 — (9,946) (587) (10,533)
　支配の喪失とならない子会社に対する 
　非支配株主との取引 — (110) (175) (285)
　利益剰余金への振替 55 (1,692) (1,637) — —
　その他 — (235) 73 (162)
　　所有者との取引額等合計 55 (1,692) (1,637) (10,184) (689) (10,873)
2019年12月31日　残高 ¥ 46,195 ¥ — ¥ 44,802 ¥ 418,893 ¥ 8,785 ¥ 427,678

2019年12月31日に終了した1年間（2019年1月1日～2019年12月31日）
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百万円
親会社の所有者に帰属する持分

その他の資本の構成要素

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッジ

2018年1月1日　残高 ¥ 38,909 ¥ 31,058 ¥ 260,428 ¥ (12,119) ¥ 10,041 ¥ (433)
　当期利益 35,623
　その他の包括利益 (10,949) 1,233
　　当期包括利益 — — 35,623 — (10,949) 1,233
　自己株式の取得 (3)
　自己株式の処分
 株式報酬取引 79 81
　剰余金の配当 (9,943)
　支配の喪失とならない子会社に対する 
　非支配株主との取引 (19)
　利益剰余金への振替 (2,726)
　その他 (465)
　　所有者との取引額等合計 — 60 (13,134) 78 — —
2018年12月31日　残高 ¥ 38,909 ¥ 31,118 ¥ 282,918 ¥ (12,041) ¥ (908) ¥ 799

親会社の所有者に帰属する持分
その他の資本の構成要素

その他の
包括利益を
通じて測定

する金融資産
の公正価値
の純変動

  
確定給付制度

の再測定 合計

親会社の 
所有者に 

帰属する持分の 
合計 非支配持分 資本合計

2018年1月1日　残高 ¥ 51,893 ¥ — ¥ 61,501 ¥ 379,778 ¥ 7,974 ¥ 387,752
　当期利益 — 35,623 1,069 36,692
　その他の包括利益 (18,830) (2,558) (31,104) (31,104) (406) (31,511)
　　当期包括利益 (18,830) (2,558) (31,104) 4,519 663 5,181
　自己株式の取得 — (3) (3)
　自己株式の処分 — — —
 株式報酬取引 — 160 160
　剰余金の配当 — (9,943) (283) (10,226)
　支配の喪失とならない子会社に対する 
　非支配株主との取引 — (19) 19 0
　利益剰余金への振替 168 2,558 2,726 — —
　その他 — (465) 2 (464)
　　所有者との取引額等合計 168 2,558 2,726 (10,270) (262) (10,533)
2018年12月31日　残高 ¥ 33,232 ¥ — ¥ 33,123 ¥ 374,027 ¥ 8,374 ¥ 382,401

2018年12月31日に終了した1年間（2018年1月1日～2018年12月31日）
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千米ドル
親会社の所有者に帰属する持分

その他の資本の構成要素

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッジ

2019年1月1日　残高 $ 355,140 $ 284,027 $ 2,582,307 $ (109,902) $   (8,286) $ 7,293
　会計方針の変更による累積的影響額 (2,162)
会計方針の変更を反映した
2019年1月1日　残高 355,140 284,027 2,580,144 (109,902) (8,286) 7,293

　当期利益 383,086
　その他の包括利益 (7,541) (4,179)
　　当期包括利益 — — 383,086 — (7,541) (4,179)
　自己株式の取得 (27)
　自己株式の処分 0 1
 株式報酬取引 377 627
　剰余金の配当 (90,784)
　支配の喪失とならない子会社に対する 
　非支配株主との取引 (1,004)
　利益剰余金への振替 14,939
　その他 (2,142)
　　所有者との取引額等合計 — (627) (77,987) 600 — —
2019年12月31日　残高 $ 355,140 $ 283,401 $ 2,885,243 $ (109,302) $ (15,827) $ 3,114

親会社の所有者に帰属する持分
その他の資本の構成要素

その他の
包括利益を
通じて測定

する金融資産
の公正価値
の純変動

確定給付制度
の再測定 合計

親会社の 
所有者に 

帰属する持分の
合計 非支配持分 資本合計

2019年1月1日　残高 $ 303,319 $ — $ 302,326 $ 3,413,897 $ 76,433 $ 3,490,331
　会計方針の変更による累積的影響額 — (2,162) (2,162)
会計方針の変更を反映した
2019年1月1日　残高 303,319 — 302,326 3,411,735 76,433 3,488,168

　当期利益 — 383,086 8,731 391,817
　その他の包括利益 117,818 15,445 121,544 121,544 1,308 122,852
　　当期包括利益 117,818 15,445 121,544 504,630 10,039 514,669
　自己株式の取得 — (27) (27)
　自己株式の処分 — 1 1
 株式報酬取引 — 1,004 1,004
　剰余金の配当 — (90,784) (5,359) (96,144)
　支配の喪失とならない子会社に対する 
　非支配株主との取引 — (1,004) (1,599) (2,603)
　利益剰余金への振替 506 (15,445) (14,939) — —
　その他 — (2,142) 668 (1,474)
　　所有者との取引額等合計 506 (15,445) (14,939) (92,953) (6,291) (99,243)
2019年12月31日　残高 $ 421,643 $ — $ 408,930 $ 3,823,412 $ 80,182 $ 3,903,594

2019年12月31日に終了した1年間（2019年1月1日～2019年12月31日）
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百万円 千米ドル

2019 
（2019/1/1–2019/12/31)

2018 
（2018/1/1–2018/12/31)

2019 
（2019/1/1–2019/12/31)

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前利益 ¥  57,764 ¥  49,941 $  527,237
　減価償却費及び償却費 42,382 36,793 386,834
　減損損失 432 11,215 3,944
　退職給付に係る負債の増減額 1,070 426 9,768
　受取利息及び受取配当金 (2,836) (3,036) (25,888)
　支払利息 2,728 2,994 24,901
　固定資産除売却損益 (5,873) (347) (53,604)
　売上債権の増減額 5,228 5,944 47,718
　仕入債務の増減額 (9,979) 4,829 (91,083)
　棚卸資産の増減額 (4,449) (15,328) (40,610)
　その他 4,930 1,232 44,997
　小計 91,397 94,661 834,215
　利息及び配当金の受取額 2,837 2,759 25,899
　利息の支払額 (2,762) (3,152) (25,207)
　法人税等の支払額又は還付額 (16,099) (11,448) (146,939)
　営業活動によるキャッシュ・フロー 75,374 82,821 687,967
投資活動によるキャッシュ・フロー
　定期預金の払戻による収入 16 3,730 144
　定期預金の預入による支出 (3) (696) (26)
　有形固定資産の取得による支出 (49,520) (45,358) (451,993)
　有形固定資産の売却による収入 7,098 1,124 64,787
　無形資産の取得による支出 (675) (1,326) (6,164)
　投資有価証券の取得による支出 (24) (321) (217)
　投資有価証券の売却による収入 54 0 494
　その他 (583) (286) (5,325)
　投資活動によるキャッシュ・フロー (43,638) (43,134) (398,300)
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額 25,511 (10,314) 232,851
　コマーシャル・ペーパーの純増減額 17,000 — 155,166
　長期借入れによる収入 — 6,861 —
　長期借入金の返済による支出 (51,889) (49,747) (473,612)
　社債の償還による支出 (9,000) — (82,147)
　自己株式の取得による支出 (3) (3) (27)
　配当金の支払額 (9,950) (9,937) (90,817)
　その他 (7,181) (1,732) (65,546)
　財務活動によるキャッシュ・フロー (35,512) (64,872) (324,132)
現金及び現金同等物に係る換算差額 (60) (1,374) (545)
現金及び現金同等物の増減額 (3,836) (26,560) (35,010)
現金及び現金同等物の期首残高 31,745 58,305 289,750
現金及び現金同等物の期末残高 ¥  27,909 ¥  31,745 $  254,740

連結キャッシュ・フロー計算書
横浜ゴム株式会社および連結子会社
2019年および2018年12月31日に終了した1年間
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セグメント情報

報告セグメントの概要
当社グループの事業セグメントは当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の取締役会が経営
資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。
当社グループは商品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う商品・サービスについて国内および海外の総合的な戦略
を立案し、事業活動を展開しています。
したがって、当社は事業部別のセグメントから構成されており、「タイヤ」「MB」「ATG」の3つを事業セグメントおよび報告
セグメントとしています。

各報告セグメントに属する主要な商品

報告セグメント 主要商品

タイヤ 乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用などの各種タイヤ、チューブ、
アルミホイール、自動車関連用品

 MB
コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、防舷材、オイルフェンス、マリンホース、型物、空気バネ、ハイ
ウェイジョイント、橋梁用ゴム支承、防水材、止水材、防音・防振商品、接着剤、シーリング材、コー
ティング材、封止材、航空部品

ATG 農業機械用、産業車両用、建設車両用、林業機械用などの各種タイヤ

セグメント収益および業績に関する情報
報告されているセグメントの会計処理の方法は有価証券報告書の「3．重要な会計方針」※における記載と同一です。
報告セグメントの数値は事業利益ベースの数値です。セグメント間の売上収益は市場実勢価格に基づいています。

※ https://www.y-yokohama.com/ir/pdf/library/YUHO/144-4Q.pdf#page=72

2018年12月31日に終了した1年間（2018年1月1日～2018年12月31日）

百万円
報告セグメント その他

（注）１ 計
調整額
（注）３ 連結 タイヤ MB ATG

売上収益
　外部顧客 ¥ 454,801 ¥ 117,782 ¥ 68,689 ¥  8,966 ¥ 650,239 ¥ — ¥ 650,239
　セグメント間 1,923 113 45 15,311 17,392 (17,392) —
　　合計 ¥ 456,724 ¥ 117,895 ¥ 68,734 ¥ 24,277 ¥ 667,630 ¥ (17,392) ¥ 650,239
セグメント利益
（事業利益）（注）２ 42,292 7,404 8,460 1,073 59,228 29 59,257
その他の収益及び費用 (5,779)
営業利益 53,478
（その他の重要な項目）
　減価償却費及び償却費 26,562 3,926 5,506 400 36,394 398 36,793
　減損損失 11,215 — — — 11,215 — 11,215
　資本的支出 34,636 3,988 7,724 219 46,567 293 46,860
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2019年12月31日に終了した1年間（2019年1月1日～2019年12月31日）

百万円
報告セグメント その他

（注）１ 計
調整額
（注）３ 連結タイヤ MB ATG

売上収益
　外部顧客 ¥ 451,698 ¥ 119,337 ¥ 70,787 ¥   8,639 ¥ 650,462 ¥  — ¥ 650,462
　セグメント間 1,787 133 38 15,128 17,086 (17,086) —
　　合計 ¥ 453,485 ¥ 119,470 ¥ 70,826 ¥ 23,767 ¥ 667,548 ¥ (17,086) ¥ 650,462
セグメント利益 
（事業利益）（注）２ 30,757 8,322 10,404 492 49,975 154 50,129
その他の収益及び費用 8,434
営業利益 58,564
（その他の重要な項目）（注）４
　減価償却費及び償却費 25,586 3,617 5,969 373 35,546 481 36,027
　減損損失 — 432 — — 432 — 432
　資本的支出 38,442 2,556 9,987 137 51,123 216 51,339

千米ドル
報告セグメント その他

（注）１ 計
調整額
（注）３ 連結タイヤ MB ATG

売上収益
　外部顧客 $ 4,122,841 $ 1,089,235 $ 646,107 $   78,853 $ 5,937,036 $ — $ 5,937,036
　セグメント間 16,308 1,216 350 138,079 155,952 (155,952) —
　　合計 $ 4,139,149 $ 1,090,451 $ 646,457 $ 216,931 $ 6,092,988 $ (155,952) $ 5,937,036
セグメント利益 
（事業利益）（注）２ 280,730 75,955 94,962 4,495 456,142 1,409 457,551
その他の収益及び費用 76,982
営業利益 534,534
（その他の重要な項目）（注）４
　減価償却費及び償却費 233,538 33,018 54,481 3,405 324,442 4,389 328,830
　減損損失 — 3,944 — — 3,944 — 3,944
　資本的支出 350,877 23,333 91,158 1,252 466,619 1,972 468,591

（注）
１．「その他」の区分に含まれる事業は、スポーツ事業などです。
２．セグメント利益(事業利益)は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しています。
３．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去などによるものです。
４．当連結会計年度より、使用権資産に関する減価償却費および資本的支出は含めていません。
　　当該変更は、IFRS第16号の適用に伴い経営資源の配分の決定などの管理方法を見直したことによるものです。



45
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投資家向け情報

商号
横浜ゴム株式会社　（THE YOKOHAMA RUBBER CO., LTD.）

本社
〒105-8685　東京都港区新橋5-36-11

設立
1917年10月13日

資本金
38,909百万円

決算期
12月31日（2011年度に3月31日から変更）

定時株主総会
3月開催（2012年度に6月から変更）

株主名簿管理人
三井住友信託銀行株式会社
〒100-0005　東京都千代田区丸の内1-4-1

上場証券取引所
東京、名古屋

IR窓口
〒105-8685　東京都港区新橋5-36-11
経営企画部　広報室
TEL：（03）5400-4531　FAX：（03）5400-4570

横浜ゴムのIRサイト
https://www.y-yokohama.com/ir/

2019年12月31日現在



2017
(12/31) 47.67.6 18.9 18.5 5.42

2018
(12/31) 47.67.5 19.0 17.1 5.43.3

発行可能株式総数 
発行済株式の総数
株主数 

400,000,000株
169,549,081株
12,122名（前期末比118名減少)

期中高値

期中安値

期末株価

発行済株式数

¥ 2,834

¥ 1,939

¥ 2,763

169,549,081

¥ 2,899

¥ 1,906

¥ 2,065

169,549,081

¥ 2,640

¥ 1,837

¥ 1,871

169,549,081

2019
(12/31) 45.477.45 17.95 18.91 5.364.82

2015

¥ 2,233

¥ 1,170

¥ 2,096

169,549,081

20162018

¥ 2,529

¥ 1,795

¥ 2,131

169,549,081

2019 2017

166,169

162,765

109,055

87,135

61,300

10.35

10.14

6.79

5.43

3.82
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株式情報
2019年12月31日現在

株式の所有者別分布状況

金融機関 その他国内法人 外国人個人・その他

証券会社 自己株式

大株主
持株比率(％）持株数(百株）社名

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 （信託口）

日本ゼオン株式会社

朝日生命保険相互会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 （信託口）

株式会社みずほ銀行
※持株比率は自己株式を控除して計算しています

株価推移


